
第３号の1（第６条関係）

入札契約方式 制限付一般競争入札

工 事 件 名 呑川高濃度酸素水浄化施設整備工事（送水管布設その他）

施 工 場 所 大田区西蒲田五丁目１番から大田区蒲田一丁目29番先

工 事 概 要
送水管布設工 一式
架橋工 一式
仮設工 一式

契 約 金 額 １０２，０６０，０００円（税込み）

契 約 年 月 日 平成２９年１１月１７日

工 期 平成３０年３月１５日

請 負 人
江戸川区西葛西五丁目７番６号
株式会社野口工務店 代表取締役 小川 秀樹

業 種 下水道施設工事

入 札 に 参 加
す る 者 に
必 要 な 資 格

①地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当していないこと。
②東京電子自治体共同運営電子調達サービス（以下「電子調達サービス」という。）の建設
工事等競争入札参加資格者名簿に記載され、業種『下水道施設工事』の共同格付が、一
般競争入札参加資格確認申請書の提出時に、区内業者及び準区内業者（大田区におけ
る競争入札に係る準区内業者の認定基準（平成27年７月29日付け27総経発第10517号）
に基づき認定を可としているものに限る。）はＢまたはＣであること。その他の業者は共同格
付がＢで、共同順位が50位以内であること。
③大田区との契約に関し、権限を有する者がいる本・支店、営業所等が東京都内にあるこ
と。
④大田区競争入札参加資格者指名停止措置要綱（平成25年12月19日付け25総経発第
11201号）による指名停止期間中でないこと。
⑤経営不振の状態（民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項に基づき再生手
続開始の申立てがなされたとき、会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項に基
づき更生手続を行ったとき。）にないこと。
⑥大田区契約関係暴力団等排除措置要綱に基づく排除措置期間中でないこと。
⑦平成20年４月１日から平成29年３月31日までの期間に完成した、１件契約金額5000万円
以上の官公庁発注下水道施設工事の契約実績を有すること。ただし契約の締結が平成20
年４月１日以降の契約で、契約実績は履行がすでに終了しているものに限る。
⑧ 建設業法に従い、当該工事に現場代理人及び監理技術者又は主任技術者を配置で
きること。ただし、現場代理人と監理技術者又は主任技術者はこれを兼ねることができる。
⑨電子調達サービスの「建設工事等入札参加資格申請の手引き」に定義するところの関
係会社が同時に申し込むことはできない。

入 札 参 加 者 １者

予 定 価 格 １０２，９９５，２８０円（税込み）

調査制度価格 最低制限価格制度を採用 金額非公表

落 札 率 ９９．１％

契 約 手 続

10月23日～10月27日 入札告示
10月30日 指名通知渡し
11月２日 質問締切
11月９日 質問回答
11月17日 入札

備 考

抽出事案説明書

資料4



第３号の３（第６条関係）

入札契約方式 指名競争入札

工 事 件 名 仮称西蒲田四丁目第二児童公園造成工事

施 工 場 所 大田区西蒲田四丁目32番17号

工 事 概 要
管理施設工、園路広場工、修景施設工、休養施設工、遊戯施設工、
便益施設工、給水設備工、雨水排水設備工、汚水排水設備工、電
気施設工、中低木植栽工、地被類植栽工、移植工、道路施設工

契 約 金 額 ２３，３２８，０００円(税込み)

契 約 年 月 日 平成29年11月28日

工 期 平成30年３月29日

請 負 人
大田区南雪谷一丁目６番13号
株式会社錦花園 代表取締役 菊地 康雄

業 種 造園工事

指 名 業 者 を
選 定 し た
考 え 方

本案件は、制限付一般競争入札により不調となった案件について、指名
競争入札として再度入札を実施したものである。

【指名理由】15業者
業種「造園工事」の区内・準区内業者のうち、平成28・29年度に２回以上

の指名実績がある業者を指名した。

指 名 業 者 数 １５者

入札参加者数 ７者

予 定 価 格 ２４，８２３，８００円(税込み)

調査制度価格 最低制限価格を採用 金額非公表

落 札 率 ９４．０％

契 約 手 続

11月13日 契約締結請求
11月16日 指名通知送付
11月20日 質問締切
11月22日 質問回答
11月28日 電子入札（契約日）

備 考

抽出事案説明書

資料５



第３号の３（第６条関係）

入札契約方式 指名競争入札

工 事 件 名 アスファルト舗装工事（基一調工－５）

施 工 場 所 大田区上池台三丁目22番から31番先

工 事 概 要

ア 舗装工
アスファルト舗装工 総厚10cｍ Ａ＝827㎡
カラー舗装 Ａ＝33㎡

イ 排水施設工
Ｌ形側溝工 199.7ｍ Ｌ形雨水枡上部設置工 21箇所 Ｌ形汚水枡上部

設置工 21箇所
人孔上部設置工 10箇所
人孔高さ調整工 １箇所 取付管工 10箇所 内面被覆 ２箇所

ウ 区間線設置工
道路標示線工 一式 319.7ｍ

エ 街築工
境石撤去・新設工 ２ｍ

契 約 金 額 ２６，１３６，０００円(税込み)

契 約 年 月 日 平成29年11月29日

工 期 平成30年３月16日

請 負 人
大田区西蒲田六丁目17番10号
株式会社北林組 代表取締役 本田 信哉

業 種 道路舗装工事

指 名 業 者 を
選 定 し た
考 え 方

本案件は、制限付一般競争入札が中止となった案件について、指名競
争入札として再度入札を実施したものである。

【指名理由】６業者
制限付一般競争入札時に希望申請のあった６業者を指名した。

指 名 業 者 数 ６者

入札参加者数 ３者

予 定 価 格 ２６，８６２，８４０円(税込み)

調査制度価格 最低制限価格を採用 金額非公表

落 札 率 ９７．３％

契 約 手 続

11月７日 契約締結請求
11月14日 指名通知送付
11月17日 質問締切
11月22日 質問回答
11月29日 電子入札（契約日）

備 考

抽出事案説明書

資料６



第３号の４（第６条関係）

入札契約方式 随意契約

工 事 件 名
蒲田駅西口駅前広場整備工事その３
（交通安全宣言塔補修及びサイン整備工事）

施 工 場 所 大田区西蒲田七丁目３番から68番先

工 事 概 要
案内サイン等 ６基
交通安全宣言塔時計補修 １箇所

契 約 金 額 ４２，１２０，０００円（税込み）

契 約 年 月 日 平成29年11月８日

工 期 平成30年３月30日

請 負 人

佐々木・醍醐建設工事共同企業体
大田区上池台二丁目２０番２号
代表者 大田区上池台二丁目２０番２号
株式会社佐々木組 代表取締役 小林 光一
構成員 大田区西蒲田七丁目１８番４号
醍醐建設株式会社 代表取締役 田中 常雅

業 種 一般土木工事

随 意 契 約
の 理 由

本件工事は、28年度に発注した「蒲田駅西口駅前広場整備工事その２」
（工期：平成30年３月30日）と同じ工事場所において、交通安全宣言塔の補
修及びサイン整備を行う工事である。蒲田駅西口駅前広場の初動期整備
が平成29年度完成の計画となっているため、「蒲田駅西口駅前広場整備工
事その２」と同時に完了する必要があった。
佐々木・醍醐建設工事共同企業体は「蒲田駅西口駅前広場整備工事そ

の２」を受注しており、現場状況を十分に把握しているうえに、警察や地元
の関係機関との協議調整の実績があるため、効率的に工事を進めることが
可能であった。
また、同一業者に施工させることにより、複数の業者の動線が交錯する危

険性を避けて安全性を確保することができることに加え、測量データを有し
ているため、作業の迅速かつ的確な遂行が可能であった。
上記業者に施工させた場合、工期の短縮、経費の節減に加え、工事の安

全・円滑かつ適切な施工を確保する上で有利と認められるため、地方自治
法施行令第１６７条の２第１項第６号（競争入札に付することが不利なとき）の
規定に基づき、随意契約に至った。

予 定 価 格 ４２，１９６，０１１円（税込み）

調査制度価格 最低制限価格を採用 金額非公表

予 定 価 格 に
対 す る 契 約
金 額 の 比 率

９９．８％

契 約 手 続

平成29年10月24日 契約締結請求書持込
平成29年10月30日 仕様書渡し
平成29年11月８日 契約日

備 考

抽出事案説明書

資料７



第３号の４（第６条関係）

入札契約方式 随意契約

工 事 件 名
平成29年10月22・23日 台風21号による災害復旧対応
・公園施設整備工事（多摩川緑地駐車場、ひょうたん池）

施 工 場 所 大田区西六郷四丁目地先

工 事 概 要
池護岸復旧工 449.7メートル
池浚渫工 200立方メートル

契 約 金 額 ５９，４００，０００円（税込み）

契 約 年 月 日 平成29年11月８日

工 期 平成30年３月23日

請 負 人
大田区上池台二丁目２０番２号
株式会社佐々木組
代表取締役 小林 光一

業 種 一般土木工事

随 意 契 約
の 理 由

平成29年10月22・23日台風21号により、多摩川緑地の公園施設が
甚大な被害を受けたため、施設復旧工事を行うことになった。施設利
用者のために迅速に復旧する必要があるため、工事は緊急を要する
と判断し、緊急工事とした。
上記業者は当該施設の工事施工実績があり、大田区発注の類似工

事も施工している。また、対応可能な技術者も確保できた。
以上のことから、地方自治法施行令第167条の２第１項第５号（緊急）

の規定に基づき随意契約に至った。

予 定 価 格 ５９，５０８，０００円（税込み）

調査制度価格 最低制限価格を採用 金額非公表

予 定 価 格 に
対 す る 契 約
金 額 の 比 率

９９．８％

契 約 手 続
平成30年11月８日 契約締結請求書持込
平成30年11月８日 仕様書渡し
平成30年11月８日 契約日

備 考

抽出事案説明書

資料8


